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巻末資料 1
出典：平成30年度産業廃棄物又は特別管理産業廃棄物処理業の許可申請
　　　に関する講習会テキスト((公財)日本産業廃棄物処理振興センター)
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巻末資料 2
出典：平成30年度産業廃棄物又は特別管理産業廃棄物処理業の許可申請
　　　に関する講習会テキスト((公財)日本産業廃棄物処理振興センター)
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巻末資料 3

最終処分場廃止基準の概要
(一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る技術上の基準を定める省令(総理府・厚生省令))

基準の内容
一
廃

産廃

安
定

管
理

遮
断

1 廃棄物最終処分場が囲い、立て札、調整池、浸出液処理設備を除き構造基準
に適合していないと認められないこと。

○ × ○ ×

2 最終処分場の外に悪臭が発散しないように必要な措置が講じられていること 。 ○ ○ ○ ○

3 火災の発生を防止するために必要な措置が講じられていること。 ○ ○ ○ ○

4 ねずみが生息し、はえその他の害虫が発生しないように必要な措置が講 じ られ
ていること。

○ ○ ○ ○

5 地下水等の水質検査の結果、次のいずれにも該当していないこと。ただし、水 質
の悪化が認められない場合においてはこの限りでない。
イ 現に地下水質が基準に適合していないこと
ロ 検査結果の傾向に照らし、基準に適合しなくなるおそれがあること

○ ○ ○ ○

6 保有水等集排水設備により集められた保有水等の水質が、次に掲げる項目・ 頻
度 で2年以上にわたり行った水質検査の結果、排水基準等に適合していると認
められること。
(1)排水基準等 6月に1回以上
(2)BOD,COD,SS 3月に1回以上

○ × ○ ×

7 埋立地からガスの発生がほとんど認められない、又はガスの発生量の増加が2
年 以上にわたり認められないこと。

○ ○ ○ ×

8 埋立地の内部が周辺の地中温度に比して異常な高温になっていないこと。 ○ ○ ○ ×

9 おおむね50cm以上の覆いにより開口部が閉鎖されていること。 ○ ○ ○ ×

10 雨水が入らず、腐敗せず保有水が生じない廃棄物のみを埋め立てる処分場の覆
い については、沈下、亀裂その他の変形が認められないこと。

○ × ○ ×

11 現に生活環境保全上の支障が生じていないこと。 ○ ○ ○ ○

12 地滑り、沈下防止工及び外周仕切設備が構造基準に適合していないと認めら れ
な いこと。

× × × ○

13 外周仕切設備と同等の効力を有する覆いにより閉鎖されていること。 × × × ○

14 埋め立てられた廃棄物又は外周仕切設備について、環境庁長官及び厚生大臣
の定 め る措置が講じられていること。

× × × ○

15 地滑り、沈下防止工、雨水等排出設備について、構造基準に適合していない と
認 められないこと。

× ○ × ×

16 浸透水の水質が次の要件を満たすこと。
・地下水等検査項目：基準に適合
・BOD：20mg/l以下

× ○ × ×

○：適用、×適用無し
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(1)安定型最終処分場

(2)管理型最終処分場

(3)遮断型最終処分場

巻末資料 4

最終処分場の概念図

最終処分場の概要と施設の構成
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巻末資料５  擁壁の安定計算 

 社団法人日本道路協会発行「道路土工―擁壁工指針(平成２４年７月改訂)」抜粋 
 
 
１    総説                      (省略) 
２    擁壁工の基本方針                (省略) 
３    計画・調査                   (省略) 
４    設計に関する一般事項              (省略) 
４－１  基本方針 

（１） 擁壁の要求性能 

 擁壁の設計に当たっては、使用用途との整合性、構造物の安全性について、安全性、供用性、

修復性の観点から次に従って要求性能を設定することを基本とする。 
・擁壁の要求性能の水準は、以下を基本とする。 
  性能１：想定する作用によっては擁壁としての健全性を損なわない性能 
  性能２：想定する作用による損傷が限定的なものにとどまり、擁壁としての機能の回復が

速やかに行い得る性能 
  性能３：想定する作用による損傷が擁壁して致命的とならない性能 
・擁壁の重要度の区分は、以下を基本とする。 
  重要度１：万一損傷すると交通機能に著しい影響を与える場合、あるいは隣接する施設に

重大な影響を与える場合 
  重要度２：上記以外の場合 

一般的には、擁壁の要求性能は表４－１をめやすとするのがよい。 
 

表４－１ 擁壁の要求性能の例 
重要度 

想定する作用 

 

重要度１ 

 

重要度２ 

常時の作用 性能１ 性能１ 

降雨の作用 性能１ 性能１ 

 

地震動の作用 

レベル１地震動 性能１ 性能２ 

レベル２地震動 性能２ 性能３ 

 
※ なお、最終処分場における主要構造物（貯留構造物等）については、原則「重要度１」と

する。 
 

４－２ 荷 重 

４－２－１ 一般 

（１）考慮すべき荷重 

擁壁の設計に当たっては、一般に次の荷重を考慮するものとする。 

（主荷重） 
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① 自 重 

② 積 荷 重 

③ 土 圧 

④ 水圧及び浮力 

 （従荷重） 

⑤ 地震の影響 

⑥ 風 荷 重 

 （主荷重に相当する特殊荷重） 

⑦ 雪 荷 重 

 （従荷重に相当する特殊荷重） 

⑧ 衝 突 荷 重 

 擁壁の設計に当たって考慮する荷重の組合せは、同時に作用する可能性が高い荷重の組合せ

のうち、最も不利となる条件を考慮して設定するものとする。 

 

（２）荷重の組合せ 

擁壁の設計は、同時に作用する可能性が高い組合せのうち、擁壁に最も不利となる条件を考

慮して行わなければならない。擁壁の設計における一般的な荷重の組合せは次のとおりである。

ただし、設置地点、構造形式、環境、形状・寸法等の諸条件によっては、次の組合せその他の

荷重を付加して設計しなければならない。 

① 自重＋載荷重＋土圧 

② 自重＋土圧 

③ 自重＋地震の影響 

 一般には、上記の組合せのうち、常時の作用に対しては①及び②、地震動の作用に対しては

③の組合せについて設計を行うものとする。 

 水圧及び浮力、雪荷重については、擁壁の設置地点の状況によって、上記①～③の組合せに

付加して設計するものとする。 

 擁壁の設計における荷重の組合せは、同時に作用する可能性が低いと考えられる組合せにつ

いては検討を省くことができる。例えば、擁壁の頂部に遮音壁や防護柵を直接取り付ける場合

には、雪荷重や衝突荷重を考慮するものとし、それぞれ上記②の組合せに付加して設計するも

のとする。これは、風荷重や衝突荷重は、載荷重や地震の影響と同時に作用する一般的に低い

考えられることから、組合せは考慮しなくてもよい。 

 

４－２－２ 自重 

 擁壁の設計に用いる自重は、躯体重量のほか、逆Ｔ型、Ｌ型擁壁などの場合には、一般にか

かと版の突出長が長いために、図４－１に示すかかと版上の載荷土（abcd で囲まれた土）を躯

体の一部と見なし土の重量を含めたものとする。 

 また、逆Ｔ型擁壁のつま先版上の土砂は、通常の場合これを無視してよいが、根入れ深さが

大きい場合や逆Ｌ型擁壁のつま先版上の土砂は、通常の場合これを無視してよいが、根入れ深

さが大きい場合や逆 L 型擁壁などの場合にはその影響を考慮するものとする。 
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図４－１ 逆Ｔ型、Ｌ型擁壁などの躯体自重 

 

 躯体自重の算出に用いる鉄筋コンクリートおよびコンクリートの単位体積重量は、次の値を

用いてもよい。 

      鉄筋コンクリート  24.5kＮ/㎥ 

      コンクリート    23.0kＮ/㎥ 

 また、土の単位体積重量は、土質試験結果をもとにして決定するのが望ましいが、高さが 8m

以下の擁壁では、土質検査によらないで、表４―５に示す値を用いてもよい。 

 

４－２－３ 載荷重 

 設計に用いる載荷重として活荷重などを考慮するものとし、その値は、一般にｑ＝10kN/㎡と

する。載荷重は、擁壁に最も不利となるように載荷するものとする。図４－２に載荷重の載荷

方法の一例を示す。この例では、擁壁に最も不利となるように、支持に対する安定を照査する

場合にはかかと板上の載荷重を考慮し、活動・転倒に対する安定を照査する場合にはかかと板

上の載荷重を無視している。 

 

図４－２ 載荷重の載荷方法の例 

 

４－２－４ 土圧 

 擁壁は土と接して築造される構造物であり、擁壁には壁面土圧が作用する。 

 土圧には擁壁の変位に応じて主働土圧、静止土圧、受動土圧の状態がある。 

（１）主働土圧 

 壁が前方（盛土から遠ざかる方向）に移動し、それに伴って背面土が崩れかかるときの土圧

は主働土圧と呼ばれている。擁壁は土塊を支えるのが目的であるので、一般にこの主働土圧を

もとに設計が行われている。このとき、一般に土圧の計算はクーロンやランキン等の土圧公式
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が用いられるが、本指針においては原則としてクーロン系の土圧算定手法である施行くさび法

により土圧算定するものとした。 

 

 

図４－３ 壁の移動と土圧 

（２）受動土圧 

 主働土圧とは逆に壁が土塊側に押し込まれ、土塊が上方に押し上げられるような状態で破壊

するときの土圧は受動土圧と呼ばれている。擁壁前面の埋戻し土による受動土圧は、擁壁の滑

動抵抗力となるが、洪水時や豪雨時の洗掘、人為的な掘返しにより前面の埋戻し土が取り除か

れるおそれや、凍結融解によって前面土圧が十分に発揮されないおそれ等があるため、擁壁の

設計では前面埋戻し土による受動土圧は一般には無視する。 

 

（３）静止土圧 

 壁体に全く変位が生じていない時に壁に作用する土圧を静止土圧という。静止土圧は不静定

力であり、これを性格に推定することは困難であるが、過去の実験や経験によって概略推定す

る方法が提案されている。 

 

 擁壁に作用する土圧は、ここに述べたように単純ではなく、構造物や基礎地盤との相互作用

の結果生じると考えられる。したがって、擁壁に作用する土圧を推定するには、土の応力～ひ

ずみ関係を考慮する必要があるが、土の粒度や間隙比、含水状態等の物理条件のほかに、応力

履歴や境界条件等によって複雑な挙動を示す。このため、実務上は、構造物の変形特性等を考

慮して、前述の考え方を経験的に応用した計算法を適用している。 

 

４－２－５ 水圧および浮力 

（１）水圧 

 地下水位以下に設置されるＵ型擁壁や河川の水際に設置される擁壁のように壁の前後で水位
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差が生じるような場合には、この水位差に伴う静水圧を考慮するものとする。 

 静水圧は、式（４－１）により算出するものとする。ただし、擁壁が地下水位以下であって

も、擁壁の一部または全部に水圧が作用しないことが明らかである場合には、擁壁に作用する

水圧を低減あるいは考慮しないことができる。 

  ｐｗ＝γｗ・h              ・・・・・・・・・・（４－１） 

ここに  ｐｗ  ：水面より深さｈにおける静水圧(ｋＮ/㎡） 

        γｗ  ：水の単位体積重量（9.8kN/㎥） 

        ｈ  ：水面からの深さ（ｍ） 

 

（２）浮力 

 擁壁が河川等の水際や地下水位以下に設置される場合には、擁壁の底面に作用する上向きの

静水圧によって生じる浮力を考慮する必要がある。 

擁壁底面の地盤が粘性土層や亀裂の少ない岩盤等の不透水層の場合でも、経年的な水の浸透

などによって浮力が作用する場合がある。このような場合に擁壁の長期的な安定性を照査する

ため浮力を考慮する。 

浮力は、水位の変動が著しい箇所においては擁壁に最も不利となるように載荷するものとす

る。例えば、滑動や転倒に対する安定性を照査する場合には浮力を考慮し、支持に対する安定

を照査する場合には浮力を考慮し 

地盤の支持力、部材の応力度について検討する場合には浮力を無視する場合がある。 

  

 

図４－４ Ｕ型擁壁に作用する水圧および浮力 

 

 

４－２－６ 地震の影響 

地震の影響として次のものを考慮するものとする。 

・擁壁の自重に起因する地震時慣性力 

・地震時土圧 

・地盤の液状化 

地震動の作用に対しては、震度法等の性的照査法に基づく照査を行えばよい。この際、自重

に起因する慣性力、及び地震時土圧の算定には、次に示す設計水平震度を用いてよい。 

また、高さ 8m以下のコンクリート擁壁において常時の作用に対して、擁壁の安定性と部材の
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安全性を満足する場合には、地震動の作用に対する照査を行わなくてもレベル１地震動に対し

て性能２を、レベル２地震動に対して性能３を満足するとみなしてよい。 

 

① 設計水平震度 

 地震の影響を考慮する場合の設計水平震度は式（４－２）により算出するものとする。 

   kh＝c２・Kh0               ・・・・・・・・・（４－２） 

ここに  Kh  ：設計水平震度（小数点以下２けたに丸める） 

Kh0  ：設計水平震度の標準値で、参表４－１を用いてもよい。 

c2  ：地域別補正係数（表４－２、図４－５） 

 

［参考１－１］ 

参表４－１ 設計水平震度の標準値ｋh0 

 

地 盤 種 別  Ⅰ 種 Ⅱ 種 Ⅲ 種 

レベル１地震動 0.12 0.15 0.18 

レベル２地震動 0.16 0.20 0.24 

 

表４―２ 地域別補正係数 cｚ 

 

地域区分 
補正係数 

cz 

 

対   象   地   域 

建設省告示第

1793 号第１項

中の表 

Ａ 1.0 鳥取県のうち鳥取市、岩美郡、八頭郡 （一） 

Ｂ 0.85 
鳥取県のうち米子市、倉吉市、境港市、東伯郡、

西伯郡、日野郡 
（二） 

図４－５ 地域別補正係数ｃｚ                     （省略） 

 

耐震設計上の地盤種別は、原則として地盤の特性値ＴＧにより区別し、表４－３によるものと

する。地表面が基盤面と一致する場合はⅠ種地盤とする。 

表４―３ 耐震設計上の地盤種別 

地 盤 種 別 地盤の特性値ＴＧ（Ｓ） 
Ⅰ 種 ＴＧ ＜ 0.2 

Ⅱ 種 0.2 ≦ ＴＧ ＜ 0.6 

Ⅲ 種 0.6 ≦ ＴＧ 

地盤の特性値ＴＧは、式（４－３）によって算出するものとする。 

  ＴＧ＝４∑    Ｈ 
Ｖ              ・・・・・・・・・（４－３） 

 

ここに  ＴＧ ：地盤の特性値（ｓ） 

     Ｈｉ ：ｉ番目の地層の厚さ（ｍ） 

        ＶSi ：ｉ番目の地層の平均せん断弾性波速度（ｍ/s） 
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        値は式（４－４）によるものとする。 

         粘性土層の場合 

         Ｖsi＝100Ｎi
1/3   （1≦Ｎi≦２５） 

         砂質土層の場合                           ・・・（４－４） 

              Ｖsi＝ 80Ｎi
1/3   （1≦Ｎi≦５０） 

     Ｎi  ：標準貫入試験による i番目の地層の平均Ｎ値 

         ⅰ  ：当該地盤が地表面から基盤面まで n層に区分されるときの地表面から 

ⅰ番目の地層の番号 

ここでの基盤面とは、粘性土層の場合はＮ値が 25 以上、砂質土層の場合はＮ値が 50 以上の

層の上面、もしくはせん断弾性波速度が 300ｍ/s 程度以上の地層の上面をいう。 

 

（１）慣性力 

地震時慣性力は、自重Ｗに設計水平震度 khを乗じたものとし、躯体断面の重心位置Ｇを通っ

て水平方向に作用させる（図４－６(a)）。なお片持ばり式擁壁の場合は、躯体とかかと版上の

土塊を含めた領域を躯体断面と考えて重心位置に作用させる（図４－６(b)）。 

 

図４－６ 地震時慣性力の考え方 

 

（２）地震時土圧 

 地震時土圧は、裏込め土のすべり土塊の自重による水平方向の慣性力を考慮して算定する。

コンクリート擁壁における地震時土圧の算定法を５－２－４に述べている。補強土壁、その他

の擁壁においても、同様な方法で地震時土圧を算定するものとする。 

 

（３）地盤の液状化の影響 

 基礎地盤で液状化すると判定された砂質土層は、地震時に不安定となる地盤であり、土の強

度及び支持力が低下する可能性があると考えられる。液状化生じると判定された砂質土層につ

いては、土質定数を低減させるなど適切に考慮する必要がある。 

 Ｕ型擁壁が地下水位以下に埋設される場合で、Ｕ型擁壁が設置される周辺地盤が液状化した

場合には、過剰間隙水圧が作用するとともに側壁の土との摩擦抵抗力が低下する場合がある。

したがって、Ｕ型擁壁が地下水位以下に真伊勢宇される場合で、周辺地盤が液状化する可能性

がある場合には、その影響を考慮する必要がある。地盤の液状化の可能性の判定お酔い土質定

数の低減については、「道路土工－軟弱地盤対策工指針」によるものとする。 
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 また、軟弱地盤上で地下水位が高い場合には、基礎地盤の置換え土に砂質土を用いると、砂

質土が液状化し、擁壁に沈下や返上が生じる場合がある。このため、軟弱地盤で地下水位が高

い場合には、置換え砂の安定処理を行うなどの置換え砂に液状化が生じないような処理を施す

必要がある。 

 

４－２－７ 風荷重                  （省略） 

４－２－８ 雪荷重                  （省略） 

４－２－９ 衝突荷重                 （省略） 

４－３   土の設計諸定数 

（１） 土の強度定数と試験 

 擁壁の設計に用いる土圧は、土質試験を行うなど十分な検討によって求められた定数により

算出する。 
 土質調査を行って土の強度定数を求める場合、現場において予想される試料の状態、たとえ

ば含水比、密度、飽和度、乱れの程度などを十分に考慮する必要がある。これらの土質定数の

設定は原則として各種土質試験に拠ることを原則とする。粘着力 c を考慮する場合は、施工中

の乱れの影響などを考慮し、過大評価にならないよう注意する必要がある。なお高さ 8ｍ以下の

擁壁で、これら土質検査を行うのが困難な場合、土質分類から推定したせん断定数を用いても

よい。 
 （ⅰ）土のせん断定数 

① 一軸圧縮試験によるせん断定数 
 粘性土の場合、一軸圧縮試験によって粘着力 c を求めてもよい。 

ｃ＝ 
1 

ｑｕ ・・・・・・・・・（４―５） 
２ 

   
ここに  c   : 粘着力(kN/㎡) 

           qu  : 一軸圧縮強さ(kN/㎡) 
② 三軸圧縮試験によるせん断定数 

 基礎地盤については乱さない試料、裏込め土については突き固めた試料をもとに三軸圧縮試

験を行い、c、φを求めるのが望ましい。 
 このときのせん断強さは式（４－６）で示される。 
   ｓ＝c+σtanφ            ・・・・・・・・・（４―６） 
  ここに ｓ  ：せん断強さ(kN/㎡) 
      σ  ：せん断面に作用する全垂直応力(kN/㎡) 
     ｃ  ：土の粘着力(kN/㎡) 
     φ ：土のせん断抵抗角（°） 

③ 標準貫入試験によるＮ値から推定するせん断定数 
標準貫入試験による N 値から式(４－７)～式(４－１０)によって、経験的に推定した値を用

いてもよい。 
 粘性土の粘着力 c 
     c =  6N ～ 10N  (kN/㎡)      ・・・・・・・・・（４－７） 
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 砂質土のせん断抵抗角φ 
   φ＝4.8logN1＋21 ただし、N ＞ 5  ・・・・・・・・・（４－８） 

     N1＝      ’ ＋                ・・・・・・・・・（４－９） 

     σ’v＝γt1ｈw＋γ’t2（x－ｈw）     ・・・・・・・・・（４－１０） 

 ここに c   ：粘着力(kN/㎡) 
    φ   ：せん断抵抗角（°） 
    σ’

v ：標準貫入試験を実施した地点の有効上載圧（kN/㎡） 

N1  ：有効上載圧 100kN/㎡相当に換算した N値。ただし、原位置のσ’
vが 

σ’
v＜50kN/㎡である場合には、50kN/㎡として算出する。 

      γt1  ：地下水位面より浅い位置での土の単位体積重量（kN/㎡） 

      γ’
t2 ：地下水位面より深い位置での土の単位体積重量（kN/㎡） 

      ｘ  ：標準貫入試験を実施した地点の原地盤面からの深さ（ｍ） 

      ｈｗ ：地下水位の深さ（ｍ） 
 

（２）裏込め材料・盛土材料の諸定数 

 １）土の強度定数 
高さ 8m 以下の擁壁で土質試験を行うことが困難な場合は、経験的に推定した表４―４の値

を用いてもよい。 

表４―４ 裏込め土のせん断定数 

裏込め土の種類 せん断抵抗角(φ) 粘着力（c） 注 2） 

礫   質   土 注 1） 35° ― 

砂   質   土 30° ― 

粘性土（ただし wr＜50%） 25° ― 

注１） 細粒分が少ない砂は礫質土の値を用いてもよい。 

注２） 土質定数をこの表から推定する場合、粘着力 c を無視する。 

 

２）土の単位体積重量 
土圧の計算に用いる土の単位体積重量γ(kN/㎥)、裏込め土(盛土)に使用する土質試料を用い

て求める。高さ 8m 以下の擁壁で土質計算を行うことが困難な場合は、土質試験によらないで

表４―５の値を用いてもよい。 
            表４―５ 土の単位体積重量        (kN/ｍ3) 

地   盤 土   質 緩いもの 密なもの 

 

自 然 地 盤 

砂及び砂礫 18 20 

砂質土 17 19 

粘性土 14 18 

 

盛       土 

砂及び砂礫 20 

砂質土 19 

粘性土（ただし wr＜50%） 18 

注）地下水位以下にある土の単位体積重量は、それぞれ表中の値から 9kN/㎥（0.9tf/㎥）を差し引いた値としてよい。 

72



（３）基礎地盤の諸定数 

 １）地盤の支持力 

地盤の許容支持力は、原位置試験など試験などを行って決定することを原則とする。 

特に大規模な擁壁、特殊な施工条件のもの、重要度の高い擁壁あるいは、緩い砂質地盤、軟

らかい粘土地盤上の擁壁については慎重に検討する必要がある。 

 地盤の許容支持力は標準貫入試験によるＮ値、一軸圧縮試験、三軸圧縮試験等の結果を検討

して決定した粘着力 c、せん断抵抗角φを用いて求める場合と、平板載荷試験の結果により求め

た地盤の粘着力 c、せん断抵抗角φを用いて求める場合とがあり、それぞれ「道路橋示方書・同

解説Ⅳ下部構造編」の「10.3.1 基礎底面地盤の許容鉛直支持力」に従って求めるものとする。

なお、ここで用いる奥行き幅 Lは図４－７に示すように、一般にはブロック長（伸縮目地間隔）

としてよい。 

平板載荷試験で求められる地盤の変形特性や支持力特性は、載荷面から載荷板の幅の 1.5～

2.0 倍程度の深さまでの地盤を対象としているので、許容鉛直支持力度を決定する際には、平板

載荷試験の結果だけではなく、Ｎ値、土質試験結果等を総合的に判断して決めなければならな

い。 

地盤の許容鉛直支持力度は、上記で求めた基礎地盤の極限支持力を、一般には表４－６の安

全率及び図４－７に示す擁壁底面の有効載荷面積Ａ’で除した値とする。なお、支持力の照査に

用いる鉛直荷重は、擁壁底面に作用する安全鉛直力を有効載荷面積で除した値とすることに注

意しなければならない。加重の強力Ｒの作用位置が擁壁底面の中央より後方にある場合には、

許容鉛直支持力度及び地盤反力度とも有効載荷面積は擁壁底目面積とする。 

また、岩盤の極限支持力は、亀裂・割れ目等により左右されるため、地盤定数の評価には不

確定な要素が多く、支持力推定式より極限支持力を推定することが困難であるので、岩盤にお

いては設計の実情を考慮し、表４－７に示す従来からの許容鉛直支持力度を用いてよい。 

また、基礎地盤の極限支持力は剛塑性理論に基づき得られるため、沈下量と関係付けられた

ものではない。そこで、擁壁のせっけいでは一般的には沈下の照査は行わないが、擁壁に生じ

る沈下に対する制限が厳しい場合には、常時の最大地盤反力度を表４－７に示す程度に抑えれ

ば、沈下の照査を行ったと考えてより。なお、軟弱地盤における沈下の検討については、「道路

土工-軟弱地盤対策工」」を参照されたい。 

 なお、高さ 8m以下の擁壁で、現地の試験を行うことが困難な場合には表４－７を使用しても

よい。表４－７は常時のものであり、地震時はこの値の 1.5 倍の値としてよい。 
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図４－７ 有効載荷面積（偏心が１方向の場合） 

 

 

表４－６ 安全率 

常 時 地震時 

３ ２ 

 

 

表４－７ 指示地盤の種類と許容支持力度(常時値) 

支持地盤の種類 

許  容 

支持力度 

ｑa(kN/㎡) 

備    考 

一軸圧縮強度 

ｑu(kN/㎡) 
 

Ｎ 値 

岩 盤 

亀裂の少ない均一な硬岩 

亀裂の多い硬岩 

軟岩・土丹 

1000 

600 

300 

10,000 以上 

10,000 以上 

 1,000 以上 

― 

― 

― 

礫 層 
密なもの 

密でないもの 

600 

300 

―― 

―― 

― 

― 

砂 質 

地 盤 

密なもの 

中位なもの 

300 

200 

―― 

―― 

30～50 

20～30 

粘性土 

地 盤 

非常に硬いもの 

堅いもの 

200 

100 

200～400 

100～200 

15～30 

10～15 
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２）擁壁底面と地盤との間の摩擦角φBと付着力 CB 

  擁壁底板と地盤の間のせん断抵抗力は、摩擦角及び付着力に支配されるので、これらの値は

地盤条件とともに施工条件等を十分に考慮して決めることが望ましい。 

 土質試験や地盤調査により支持地盤のせん断定数 c、φが求められた場合、擁壁底面の摩擦角

φBは、現場打ちコンクリート擁壁ではφB＝φ、プレキャストコンクリート擁壁ではφB＝2/3φ

としてよい。ただし、プレキャストコンクリート擁壁は基礎コンクリート及び敷きモルタルを

設置して施工することを原則とするが、基礎コンクリートおよび敷きモルタルが良質な材料で

適切に施工されている場合には、φＢ＝φとしてよい。なお、基礎地盤が土の場合及びプレキャ

ストコンクリートでは、摩擦係数μの値は 0.6 を超えないものとする。擁壁底面と地盤の付着

力 CBは、施工時の地盤の乱れ等を考慮して決定する。 

 また、土質検査などを行うことが困難な場合には、表４―８の値を用いてもよい。土のせん

断定数は、地震時でも常時と同じであると考えてよい。 

 

表４―８ 基礎底面と地盤との間の摩擦係数と付着力 

せ ん 断 面 の 条 件 
支持地盤の 

種    類 
摩擦係数μ＝tanφB 付着力 CB 

岩または礫とコンクリート  
岩 盤 

礫 層 

0.7 

0.6 

考慮しない 

考慮しない 

土と基礎のコンクリートの間に

割栗石または砕石を敷く場合 

砂質土 

粘性土 

0.6 

0.5 

考慮しない 

考慮しない 

注）プレキャストコンクリートでは、基礎底面が岩盤であっても、摩擦係数は 0.6 を超えないものとする。 

 

３)杭基礎の支持力計算に用いる定数 

杭基礎の安定性照査に用いる地盤定数は、「道路橋示方書・同解説Ⅳ下部構造編」によるもの

する。 

 

４)背面盛土及び基礎地盤を含む全体としての安定性の検討に用いる地盤定数 

背面盛土及び基礎地盤を含む全体としての安定性を検討する際は、一般に円弧すべりの計算

を行う。このときの地盤定数は「道路土工－盛土工指針」、「道路土工－切土工・斜面安定工指

針」及び「道路土工－軟弱地盤対策工指針」によるものとする。 

安全率 Fs は式（４―１１）により求める。 

   

Fs ＝ 
∑{c・1＋（Ｗ－u・ｂ）cosα・tanφ} 

・・・・・・・・・（４―１１） 
∑（Ｗ・sinα） 

  

ここに  ｃ ：仮想すべり面における土の粘着力(kN/㎡) 

     φ ：仮想すべり面における土のせん断抵抗角（°） 

    ｌ ：各分割片で切られたすべり面の長さ(ｍ) 

    Ｗ ：各分割片の重量(kN/㎡) 

ｕ ：間隙水圧(kN/㎡) 
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    ｂ ：各分割片の幅（ｍ） 

    α ：各分割片で切られたすべり面の中点とすべり円の中心を結ぶ直線と鉛直線のなす

角(°)（図４－８参照） 

 

図４－８ 分割法による安定計算 

 

５）沈下の検討に用いる定数 

 基礎地盤に圧密沈下が懸念される軟弱な土層がある場合には、擁壁の沈下対する検討が必要

となる。このときの地盤定数は、「道路土工－軟弱地盤対策工指針」によるもとのとする。 

 

６）地盤の液状化の判定に用いる定数 

 基礎地盤に液状化が懸念されるゆるい砂質土地盤がある場合には、液状化の判定の検討が必

要となる。このときの地盤定数は、「道路土工－軟弱地盤対策工指針」によるものとする。 

 

４－４ 使用材料 

４－４－１ 一般                   （省略） 

４－４－２ コンクリート 

（１） コンクリート 

 擁壁の躯体に用いるコンクリートは、原則として次に示す設計基準強度以上のものを用いる

ものとする。 

   無筋コンクリート部材        18Ｎ/㎜ 2 

   鉄筋コンクリート部材        21Ｎ/㎜ 2 

プレキャスト鉄筋コンクリート部材  30Ｎ/㎜ 2 

 コンクリートの耐久性は、水セメント比Ｗ/Ｃに関係する。このため、劣悪なコンクリートを

排除する趣旨から、水セメント比Ｗ／Ｃと直接的に関係するコンクリートの設計基準強度につ
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いて少なくとも上記の最低設計基準強度以上としなければならないこととした。 

 また、耐久性確保の観点から水セメント比Ｗ／Ｃの最大値が別途指定される場合では、水セ

メント比Ｗ／Ｃの最大値がみたされるように使用するコンクリート呼び強度の値を定めなけれ

ばならない。 

 

（２） 積みブロックの材料及び製品規格 

 ブロック積擁壁に用いるコンクリート積みブロックは、「JIS A 5371（プレキャスト無菌コン

クリート製品）付属書４」及び「JIS A 5372（プレキャスト鉄筋コンクリート製品）付属書２」

に適合するものについては品質を満足するものとみなしてよい。ただし、施工面積 1㎡当たり

の質量は 350kg 以上とする。 

 近年の、施工の省力化等の目的のために大型の積みブロックを用いたブロック積擁壁が増え

てきている。特に、JIS 規格に定められたものよりも大型の積みブロックと称し、大型積みブロ

ックにより構成されたブロック積擁壁を大型ブロック積擁壁と呼ぶ。 

 大型積みブロックは主に次の３タイプに分けられる。 

① 控長は JIS 規格に定められた 35 ㎝のまま、ブロックの形状を大型化したもの 

② 従来のブロックに比べ、控長を大型化したもの 

③ そ の 他 

また、薄肉構造として施工時に配筋、中詰め等をして使用するものなどがある。これらの大

型積みブロックを使用する際には、その強度や質量などを十分に検討して使用する。 

 

（３）ＲＣ杭及びＰＨＣ杭              （省略） 

（４）場所打ち杭                  （省略） 

 

４－４－３ 鋼材                  （省略） 

（１） 鉄筋コンクリート用鋼棒の材料         （省略） 

（２） 鋼管杭の材料                 （省略） 

 

４－４－４ 裏込め材料 

（１）裏込めに用いる材料 

 擁壁の裏込め土に用いる土質材料（裏込め材料）は、施工の難易、完成後の擁壁の安定に大

きな影響を与えるので、良質な材料を使用しなければならない。 

 一般的に裏込め土としての材料は、敷均し・締固めの施工が容易で、締固め後の強度が大き

く、圧縮性が少なく、透水性がよく雨水などの浸透に対して強度低下が生じない材料が望まし

い。これらの条件から良質な裏込め材料としては粒度の良い粗粒土が挙げられる。 

 その一方で、土工は切土と盛土のバランスを考慮して行うので、経済性または環境への配慮

から現地発生土を使用することが求められている。このため現地発生土の内から裏込めに適し

た良質な材料を選定し使用する。また、現地発生土がそのままでは良質な裏込め材料とはなら

ない場合には、安定処理等による利用の検討を行う。その際、過度に安定処理を行うと変形特

性が変化するとともに、透水性が低下し、通常とは異なった土圧や水圧等が作用するので十分

に留意する必要がある。 
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 液性限界の大きな粘性土は、含水量の影響を受けやすく、圧縮・膨張量が大きいために裏込

め材料には適さない。また、温泉余土やベントナイト・腐植土を多量に含んだ土、風化の進ん

だ蛇紋岩等も膨張性や圧縮性が大きいので裏込め材料には適さない。新第三紀層の泥岩や頁岩

等には乾湿繰返しの影響を受け、容易に細粒化するものがあり、これらは裏込め材料として望

ましくない。 

 

（２）軽量材                    （省略） 

 

４－４－５ 設計計算に用いるヤング係数 

 鋼材のヤング係数は、2.0×105Ｎ/㎜ 2とする。また、コンクリートのヤング係数は、表４－

９に示す値とする。 

 ただし、鉄筋コンクリート部材の応力度の計算に用いるヤング係数比 nは 15 とする。 

 

        表４－９ コンクリートのヤング係数      (Ｎ/㎜２) 

設計基準強度 21 24 27 30 40 

ヤング係数 2.35×104 2.5×104 2.65×104 2.8×104 3.1×104 

 

４－５ 許容応力度 

４－５－１ 一般 

(１) 許容応力度 

 許容応力度法による設計を行う場合に用いる許容応力度の設定方法について示したものであ

る。 

 

(２) 許容応力度の設定方法 

 「１－４－５－２ コンクリートの許容応力度」から「１－４－５－５ 鋼管杭の許容応力

度」までに示していない材料の許容応力度は、(１)を踏まえ、１－４－５－２から１－４－５

－５までに示す材料の許容応力度と同等以上の安全度を確保するように設定しなければならな

い。 

 

(３) 許容応力度の割増し 

 荷重の組合せにより、発生頻度や擁壁に与える影響度が異なるので、ここでは表４－１０に

示すように、荷重の組合せに応じて許容応力度の割増し係数を示した。なお、これ以外の荷重

の組合せによる許容応力度の割増し係数を考慮する場合には、「道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部

構造編」に準じてよい。 

表４－１０ 許容応力度の割増し係数 

荷重の組合せ 割増し係数 

地震の影響を考慮する場合 

風荷重を考慮する場合 

衝突荷重を考慮する場合 

1.50 

1.25 

1.50 
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４－５－２ コンクリートの許容応力度 

(１) 鉄筋コンクリート部材 

１）鉄筋コンクリート部材におけるコンクリートの許容応力度、許容せん断応力度及び許容付

着応力度は、表４－１１の値とする。なお、許容付着応力度は、直径 51mm 以下の鉄筋に対し

て適用する。 

 

       表４―１１ コンクリートの許容応力度   (Ｎ/㎜２) 

        コンクリートの設計基準強度 

 応力度の種類  
21 24 27 30 40 

圧 縮 応 力 度  

曲 げ 圧 縮 応 力 度  
 

7.0 

 

8.0 

 

9.0 

 

10.0 

 

14.0 

軸 圧 縮 応 力 度 
 

5.5 

 

6.5 

 

7.5 

 

8.5 

 

11.0 

せん断応力度  

コンクリートのみでせん

断力を負担する場合 

 

0.22 

 

0.23 

 

0.24 

 

0.25 

 

0.27 

斜引張鉄筋と協同して負

担する場合 

 

1.6 

 

1.7 

 

1.8 

 

1.9 

 

2.4 

押し抜きせん断応力度 
 

0.85 

 

0.9 

 

0.95 

 

1.0 

 

1.2 

付 着 応 力 度  異 形 棒 鋼 に 対 し て 
 

1.4 

 

1.6 

 

1.7 

 

1.8 

 

2.0 

 

 また、コンクリートのみでせん断を負担する場合の許容せん断応力度τa1は、次の影響を考慮

して補正を行う。 

① 部材断面の有効高ｄの影響 

表４－１２に示す部材断面の有効高ｄに関する補正係数ｃeをτa1に乗じる。 

 

        表４－１２ 部材断面の有効高ｄに関する補正係数ｃｅ 

有効高ｄ(mm) 300 以下 1,000 3,000 5,000 10,000 以上 

ｃｅ 1.4 1.0 0.7 0.6 0.5 

 

② 軸方向引張鉄筋比ｐｔの影響 

表４－１３に示す軸方向引張鉄筋比ｐｔに関する補正係数ｃｐｔをτa1に乗じる。ここで、ｐｔ

は中立軸よりも引張側にある軸方向鉄筋の断面積の総和を部材断面の幅ｂ及び部材断面の有効

高ｄで除して求める。 

 

        表４－１３ 軸方向引張鉄筋比ｐｔに関する補正係数ｃｐｔ 

軸方向引張鉄筋比ｐｔ(％) 0.1 0.2 0.3 0.5 1.0 以上 

ｃｐｔ 0.7 0.9 1.0 1.2 1.5 
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③ 軸方向圧縮力の影響 

軸方向圧縮力が大きな部材の場合、式（４－１２）により計算される軸方向圧縮力による補

正係数ｃＮをτａ１に乗じる。 

   ｃＮ＝ １＋Ｍ０／Ｍ             ・・・・・・・・・（４－１２） 

ただし、１≦ｃＮ≦２ 

ここに、 ｃＮ :軸方向圧縮力による補正係数 

        Ｍ０ ：軸方向によるコンクリートの応力度が部材引張縁で零となる曲げモーメント

（N･mm） 

        Ｍ０＝Ｎ／Ａｃ・Ｉｃ／ｙ 

        Ｍ  ：部材断面に作用する曲げモーメント(N･㎜) 

     Ｎ  ：部材断面に作用する軸方向圧縮力（N） 

        Ｉｃ ：部材断面の図心軸に関する断面二次モーメント（mm4） 

Ａｃ ：部材断面積(mm2) 

ｙ  ：部材断面の図心より部材引張縁までの距離（mm） 

 

２）コンクリートの許容支持応力度は、式（４－１３）により算出するものとする。 

   σba＝ （0.25＋0.05 
     ）σｃｋ ≦ 0.5σｃｋ  ・・・・・・・・・（４－１３） 

ただし、σba ≦ 0.5σｃｋ 

ここに、 σba :コンクリートの許容支圧応力度(Ｎ/mm2) 

        Ａｃ ：局部載荷の場合のコンクリート面の全面積(㎜ 2) 

        Ａｂ ：局部載荷の場合の支圧を受けるコンクリート面の面積(㎜ 2) 

        σck ：コンクリートの設計基準強度(Ｎ/mm2) 

 

杭基礎における杭と底版の結合部等の設計に用いるコンクリートの許容支圧応力度は、式(１

－１２)により算出するものとするが、図４－９に示すように、その際の支圧面積のとり方につ

いては、次の事項に注意しなければならない。 

① ＡｃとＡｂの重心は一致すること。 

② Ａｃの幅、長さはそれぞれＡｂの幅、長さの５倍以下とする。 

③ Ａｂが多数ある場合、各々のＡｃは重複してはならない。 

④ Ａｂの背面は支圧力の作用方向に直角な方向に生じる引張力に対し、格子状の鉄筋等で

補強しなければならない。 

 

図４－９ 支圧面積のとり方 
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(２) 無筋コンクリート部材 

 無筋コンクリート部材におけるコンクリート許容応力度は、表１－１４の値とする。ただし、

局部載荷の場合の許容支圧応力度は、式(４－１３)により算出する値とする。 

 

        表４―１４ 無筋コンクリートの許容応力度   （Ｎ/㎜ 2） 

応力度の種類 許 容 応 力 度 備    考 

圧 縮 応 力 度 
σ  
４

 ≦ 5.5 σck ：コンクリートの設計基 

準強度 

 σtk：コンクリートの設計基準

引張強度 

  （JIS A 1113 の規定による） 

曲 げ 引 張 応 力 度  
σ  
７

 ≦0.3 

支 圧 応 力 度 0.3σck ≦ 6.0 

 

 

（３） 場所打ち杭                      （省略） 

（４） 既製コンクリート杭                  （省略） 

 

４－５－３ 鉄筋の許容応力度                （省略） 

４－５－４ 鋼材の許容応力度                （省略） 

４－５－５ 鋼管杭の許容応力度               （省略） 
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第 ５ 章 コ ン ク リ ー ト 擁 壁 

 

５－１ 設 計 一 般 

 コンクリート擁壁の設計に当たっては、５－２から５－１０に従って次の照査・検討を行う。

１）擁壁の安定性 

① 壁自体の安定性 

② 背面盛土の安全性 

２）部材の安全性 

３）排水工、付帯工 

 

地震動の作用に対しては、「５－２－３ 地震の影響」を考慮して、５－２から５－１０まで

に示す事項に従えば、「５－７ 各種構造形式のコンクリート擁壁の設計」に示す構造形式の擁

壁について、以下のようにみなせる。 

 ⅰ）レベル１地震動に対する設計水平震度に対して、５－３及び５－４に従い擁壁の安定性

と部材の安全性を満足する場合には、レベル１地震動に対して性能１をレベル２地震動に

対して性能３を満足する。 

 ⅱ）レベル２地震動に対する設計水平震度に対して、５－３及び５－４に従い擁壁の安定性

と部材の安全性を満足する場合には、レベル２地震動に対して性能２を満足する。 

 ⅲ）高さ８ｍ以下の擁壁で常時の作用に対して、５－３及び５－４に従い擁壁の安定性と部

材の安全性を満足する場合には、地震動の作用に対する照査を行わなくともレベル１地震

動に対して性能２を、レベル２地震動に対して性能３を満足する。 

 

これらの照査・検討は図５－１に示す設計の手順に従って行うのがよい。 

 

図５－１ コンクリート擁壁の設計手順          （省略） 

 

ａ）要求性能の設定 

「４－１－３ 擁壁の要求性能」に従い各作用に対する擁壁の要求性能を設定する。 

ｂ）設計条件の整理 

 擁壁の立地条件及び各種の調査結果（「３－２ 調査」を参照）等を整理し、設計諸定数（「４

－３ 土の設計諸定数」を参照）の設定を行う。 

ｃ）設計荷重の設定（「４－２ 荷重」、「５－２ 設計に用いる荷重」を参照） 

 設計時に考慮すべき荷重の種類、組合せ及び作用方法の設定を行う。その際、擁壁の安定性

の照査時と部材の安全性の照査時で異なる荷重を考えなければならない場合もあるので注意す

る。 

ｄ）構造形式の選定 

 「３－１ 計画」を参考に擁壁の構造形式を選定する。 

ｅ）基礎形式の選定 

 「３－１ 計画」を参考に擁壁の基礎形式を選定する。 

ｆ）標準設計の利用 
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 整理した設計条件をもとにして標準設計の利用が可能かどうかを検討する。標準設計は、標

準的な形式・条件の擁壁については設計業務の省力化が可能となるため、積極的に活用するの

が望ましい。ただし、形式毎に適用条件が定められているので、利用に当たっては、現地の条

件等について十分に検討するとともに、安易な拡大適用は行ってはならない。 

ｇ）断面形状・寸法の仮定 

 選定した形式、地盤条件等に応じて断面形状・寸法の仮定を行う、それぞれの形式には経済

的に定められた標準的な断面があるので、標準設計等を参考にして概略の形状・寸法を仮定す

るのがよい。 

ｈ）擁壁自体の安定性の照査（「５－３ 擁壁の安定性の照査」、「５－７ 各種構造形式のコン 

クリート擁壁の設計」を参照） 

擁壁自体の安定性としては、滑動、転倒、支持、変位の照査を行う。 

この安定性の照査によって「不安定」の結果が出た場合は、再度断面形状の仮定を変更して、

「安定」の結果が得られるまで照査を繰り返す。ただし、最終的な形状が当初の仮定からかけ

離れて不経済もしくは不合理なものとなった場合、あるいは所要の性能を確保できる形状とな

らない場合は、構造形式及び基礎形式の選定から見直しを行うことが必要である。 

ｉ）平面盛土及び基礎地盤を含む全体としての安定性の検討（「５－３ 擁壁の安定性の照査」

を参照） 

ｈ）により、擁壁自体の安定性が確保されても、中間層に軟弱な土層が存在する地盤や斜面

上に擁壁を設置した場合、擁壁の上部に長大なのり面を有する場合には、背面盛土や基礎地盤

を通るすべりが生じ、前面側の地盤がもり上るような現象が起き、擁壁のブロック間でずれや

段差が生じることがある。飽和した緩い砂質土層が存在する地盤では、地震時に、液状化によ

り大きく変形が生じることがある。また、軟弱地盤上に設ける杭基礎の擁壁では、背面盛土に

よる偏荷重を受け、杭基礎が側方移動を起こし、擁壁が背面方向回転しながら倒れこみ、沈下

し、擁壁のブロック間では、ずれや段差が生じることがある。このような地盤上に擁壁をする

場合には、背面盛土及び基礎地盤を含む全体としての安定性について検討を行う。検討の結果、

安定性が確保できない場合には、擁壁の断面形状や寸法、もしくは構造形式や基礎形式を変更

するか、あるいは、盛土荷重の軽減や必要に応じ基礎地盤の改良等の対策工を検討する。 

ｊ）部材の安全性の照査（「５－４ 部材の安全性の照査」、「５－５ 耐久性の検討」、「５－６ 

鉄筋コンクリート部材の構造細目」、「５－７ 各種構造形式のコンクリート擁壁の設計」、「５

－８ コンクリート擁壁における基礎の部材の設計」を参照） 

 ｃ）で設定した設計荷重に対して、コンクリート擁壁を構成する部材の安全性を照査する。 

ｋ）排水工の検討（「５－９ 排水工」を参照） 

 排水工の検討では、裏込め土への水の浸入の防止・排除のための排水対策を検討する。 

ｌ）付帯工の検討（「５－１０ 付帯工」を参照） 

付帯工の検討に当たっては、個々の部位に働く作用等を考慮して構造を決定していく方法と、

計算によらず仕様を指定して決定する方法がある。 

ここで検討する構造には、遮音壁等が含まれるが、ｈ）、ｉ）、ｊ）の際に考慮する風荷重等

の大きさに影響を与える場合があるので、あらかじめ設計条件の整理の段階で付帯工を含めた

検討を行っておく必要がある。 

ｍ）設計図書の作成 
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 擁壁の安定性の照査で決定した断面形状、部材の安全性の照査で決定した部材の形状・寸法、

構造及び検討した構造細目をもとに施工に必要な計算書、材料表、詳細な図面を作成する。ま

た、標準設計を利用した場合は材料数量、図面を整理する。 

 

５－２ 設計に用いる荷重 

５－２－１ 一般                  （省略） 

５－２－２ 擁壁の自重 

 設計に用いる擁壁の自重は、重力式擁壁の場合は躯体自重のみとし、片持ばり擁壁等の場合

は、かかと版上の裏込め土等を躯体の一部とみなし土の重量を含めるものとする。なお、自重

を算出する際はの単位体積重量は、「４－２－２ 自重」に示す値を用いてもよい。 

 また、片持ばり擁壁等のつま先版上の土砂は、通常の場合これを無視するが、根入れ深さが

大きい場合や逆Ｌ型擁壁等の場合にはその影響を考慮する。 

 

５－２－３ 地震の影響 

 地震時の作用に対しては、震度法等の静的照査法に基づき照査を行えばよい。この際、擁壁

の自重に起因する慣性力、及び地震時土圧の算定には４－２－６に示す設計水平震度を用いて

よい。 

 

５－２－４ 土圧の算定 

（１） 土圧の作用面と壁面摩擦角 

 土圧を算定する際の作用面のとり方を示したものである。重力式擁壁やもたれ式擁壁等におい

て擁壁自体の安定性の照査及び躯体の部材設計を行う場合や、片持ばり式擁壁等のたて壁の部

材設計を行う場合は図５－２、図５－３(ｂ)に示すように土圧の作用面は躯体コンクリート背

面とする。 

 一方、片持ばり式擁壁等における擁壁自体の安定性の照査、及び底版の部材設計においては、

図５－３(ａ)に示すように、かかと版の先端ｂ点から鉛直上方へ伸ばした面を仮想背面とし、

この仮想背面に土圧が作用するものとする。 

 壁面摩擦角δは、土圧作用面の状態に応じて表５－１のとおりとしてよい。なお、片持ばり

式擁壁等でかかと版の張出しが短く、たて壁が接近している場合、仮想背面（土圧作用面）に

おける壁面摩擦角δは、別途適切に検討する必要がある。 

 

   (a)重力式擁壁の場合            (b)もたれ式擁壁の場合  

図５－２ 重力式擁壁等の土圧作用面 
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(a) 安定性の照査時及び底版の部材設計時の

土圧作用面 

(b) たて壁の部材設計時における時の 

土圧作用面 

図５－３ 片持ちばり式擁壁の土圧作用面と想定すべり線 

 

表５－１ 主働土圧の算定に用いる壁面摩擦角 

擁壁の種類 検討種類 土圧作用面の状態 
壁面摩擦角 

常時(δ) 地震時(δE) 

重力式擁壁等 
擁壁自体の安定性 

部材の安全性 
土とコンクリート 2φ/3 φ/2 

片持ばり式擁壁等 
擁壁自体の安定性 土 と 土 β’注） 式５－７による。 

部材の安全性 土とコンクリート 2φ/3 φ/2「 

注）土圧作用面の状態が土と土の場合は、壁面摩擦角に代わって仮想のり面傾斜角β’（土圧作用方向）を用

いるものとする。ただしβ’＞φのときは、δ＝φとする。 

 

 仮想のり面傾斜角β’の設定は、次のとおりとする。 

 図５－３(ａ)に示すように擁壁天端と試行くさび法で想定するすべり面の範囲内で背面のの

り面が一様な場合は、β’をのり面傾斜角βとする。また、擁壁天端とすべり面の範囲内での

り面が変化する場合は、図５－４(ａ)に示すように擁壁のたて壁天端の背面ａ点と、のり肩か

らすべり面と盛土の天端水平面の交点までの距離を二分したｂ点とを結んだ線の傾きβ’を用

いることとする。また、仮想背面が盛土の天端水平面と交差する位置にある場合は、図５－４

(ｂ)に示すように擁壁のたて壁天端の背面ａ点と、仮想背面とすべり面と天端水平面の交点ま

での距離を二分したｂ点とを結んだ線の傾きβ’とする。 
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(a)仮想背面がのり面と交差する場合    (b)仮想背後が平坦面と交差する場合 

図５－４ 嵩上げ盛土形状が変化する場合のβ’の設定方法 

 

（２） 主働土圧の算定 

 常時の作用において、Ｕ型擁壁を除くコンクリート擁壁自体の安定性の照査及び部材の安全

性の照査に用いる土圧は、主働土圧を用いることとする。 

 １）盛土部擁壁に作用する主働土圧 

 盛土部擁壁に作用する土圧は、現場条件に応じて背面の盛土形状が異なるので、試行くさび

法により算定するのがよい、試行くさび法は図５－５に示すようにクーロン土圧を図解によっ

て求める方法の一つである、その手順を以下に示す。 

① すべり面の仮定 

擁壁のかかと（擁壁背面の下端）から水平面に対して角度ωで直線を伸ばしたすべり面

を仮定する。 

② 土くさび重量を算出し、力の釣り合いを考える 

一般にはすべり面上の載荷重や雪荷重を含んだ土くさび重量Ｗ、すべり面における地盤

からの反力Ｒ、擁壁に作用する土圧合力の反力Ｐが釣り合うという条件の下で未知のＰの

大きさを求める。 

③ すべり面の角度ωを変化させてＰの最大値を求める 

力の釣り合い条件より、Ｐはすべり面が水平方向に対してなす角ωの関数として与えら

れる。図５－５(ａ)に示すように角度ωを変化させたときに最大となるＰが、設計時に考

慮すべき主働土圧合力ＰAである。 

主働土圧合力ＰAの作用位置は、土圧分布の重心位置とする。一般的に、土圧分布は三角

形分布と仮定することができ、この場合の作用位置は擁壁下端から土圧作用高Ｈの１/３と

してよい。 
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図５－５ 試行くさび法 

  

（表５－１による） 
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 なお試行くさび法において、擁壁背面の盛土形状が一様で裏込め土の粘着力がない場合の単

位幅当たりの壁面に作用する土圧は、式（５－１）、（５－２）で与えられるクローンの主働土

圧と一致する。ただし、φ＜βの場合、この公式は適用できない。 

   

ＰA＝
   ＫA・γ・Ｈ２               ・・・・・・・・・（５－１） 

ＫA＝         cos2（φ―α）            

cos2α・cos(α＋δ)・１＋     φ＋δ ・   (φ  ）     α＋δ ・   (α  )   

・・・・・・・・・（５－２） 

ここに  ＰA ：主働土圧合力(kN/ｍ) 

    ＫA ：主働土圧係数 

    γ ：裏込め土の単位体積重量(kN/㎥) 

    Ｈ ：土圧作用高（ｍ） 

    φ ：裏込め土のせん断抵抗角（°） 

    α ：壁背面と鉛直面のなす角（°） 

    β ：のり面傾斜角（°） 

    δ ：壁面摩擦角（°） 

ここで用いる角度α、β、δは反時計回りを正とする。 

 

２）長大のり面を有する擁壁に作用する主働土圧 

土のせん断抵抗角とのり面勾配の値が近い場合に、擁壁に作用する主働土圧を試行くさび

法によって算出すると過大な土圧が算定される場合がある。これは実際のすべり面は円弧に

近い形状であるのに対し、試行くさび法による土圧の計算に際してはすべり面を直線で近似

していることや、粘着力を無視した場合に計算上のすべり土塊が大きくなってしまうなどの

理由による。 

これまでの経験によれば、図５―６に示したかさ上げ盛土高比（Ｈ1/Ｈ）が１を超える場合

でも土圧は、盛土高（Ｈ＋Ｈ1）が 15ｍまではかさ上げ盛土高比を１とみなして計算してもよ

い。なお、盛土高が 15ｍを超える場合は、擁壁の要求性能や重要度等に応じて適宜、土質試

験等を実施したうえで主働土圧を適切に算定することが望ましい。 
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図５－６ 嵩上げ盛土高比がＨ1/Ｈ ＞１の場合 

 

３）切土部擁壁に作用する主働土圧 

  擁壁の背後に切土のり面または地山斜面等が接近し、擁壁に作用する主働土圧がこれらの

影響を受け、通常の盛土部擁壁に作用する主働土圧とは異なってくることがある。 

  切土にのり面や地山斜面の安定ついては、長期的な風化や雨水、地下水の影響を考慮して

慎重に評価する必要がある。切土のり面等が安定していると判断される場合には、裏込め土

のみによる土圧を考慮すればよいが、この場合、通常の盛土部擁壁における主働土圧と比較

して、その値は切土のり面等の位置や勾配、粗度、排水条件等によって大きくなることもあ

る。 

  また、切土のり面等の長期的な安定が確保できない場合は、切土のり面等を含んだ全体に

ついて主働土圧を検討する必要がある。切土のり面等が安定している場合の主働土圧は、試

行くさび法を用いて以下のように算定することができる。 

  切土のり面等における壁面摩擦角δ’は地山の地質や表面状態によって異なるが、通常は

δ’＝2／3φ～φの間にあると考えられ、表５－２を目安に適切な値を定めるものとする。

なお、切土部土圧の大きさはδ’の値によって影響されるので、δ’の値は慎重に決定しな

ければならない。 

 

表５－２ 切土のり面等における壁面摩擦角δ’ 

地山の地質や表面状態 壁面摩擦角δ’ 

軟岩以上で比較的均一な平面をなしている場合 2φ/3 

粗面であるか、段切り等の処理がされ粗面とみなしうる場合 φ 

注）表中のφは裏込め土のせん断抵抗角である。 
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① 切土のり面等が図５－７に示すように擁壁のかかとに接近して、裏込め土の形状が三角形

となる場合 

bc（切土のり面等）をすべり面とした△abc による土圧と、裏込め土中の bm をすべり面と

した△abm による土圧と比較し、大きい方を主働土圧合力ＰAとして用いる。 

 

 

図５－７ 切土部土圧の算定 

 

② 仮想すべり面が図５－８に示すように途中で切土のり面等と交わる場合 

擁壁のかかとから引いたすべり面が、切土のり面等と交わった点から切土のり面等に沿っ

て折れ曲がるようなすべりが生じると考える。このとき、すべり面 bm を変化させて得られた

土圧の最大値が求める主働土圧合力ＰAである。なお、すべり面 bm がｄ点より左側を通る場

合は、盛土部擁壁に作用する土圧に準じて算定する。また、bc間が極端に狭い場合、試行く

さび法による土圧が極値を示さない場合がある。このような場合は、bcd を直線で近似し、上

記①と同じ手法にて、切土部擁壁に作用する主働土圧を求めることができる。 

□abmn の土塊重量をＷ１、△nmd の土塊重量をＷ2とした場合の主働土圧合力ＰAは式(５－

３)によって求められる。 

 

ＰA ＝ 
sin(ω－φ＋λ) (Ｗ１＋Ｘsinδ１) 

 
cos(ω－φ－δ－α)・cosλ 

Ｘ ＝ 
sin(ε－δ’) 

・Ｗ２ ・・・・(５－３) 
cos(ε－δ’－δ１) 

λ ＝ 
Tan－１ Ｘcosδ１  

 
Ｗ１＋Ｘcosδ１  

 

ここに ＰA   ：主働土圧合力（kN/ｍ） 

    ω   ：仮定したすべり面と水平線のなす角度（°） 

    φ  ：裏込め土のせん断抵抗角 

    δ’  ：切土のり面等との境界における壁面摩擦角（°） 

ε－δ’または 

ω－φ 

90



    δ１  ：仮想背面 mnにおける壁面摩擦角（°）で、δ１＝βとする。 

        β＝φのときはδ１＝φとする。 

   α   ：壁背面と鉛直面のなす角（°） 

    ε   ：切土のり面等（cd）の傾斜角（°） 

   

 

図５―８ すべり線が地山線と交わる場合 

 

（３） 静止土圧の算定 

 Ｕ型擁壁のように、常時の作用において、土圧による水平方向の変位がほとんど生じないと

考えられる場合は、静止土圧が作用すると考える。 

 静止土圧合力Ｐ0は次の式（５－４）によって計算してよい。 

 

Ｐ0 ＝ 
   Ｋ0・γ・Ｈ２                 ・・・・・・・・・（５－４） 

 

ここに、Ｐ0 ：静止土圧合力（kN/ｍ） 

Ｋ0 : 静止土圧係数で、土質や締固めの方法によって 0.4～0.7 の値をとるが、通常

の砂質土や粘性土（ｗＬ＜50％）に対してはＫ0＝0.5 としてよい。 

     γ ： 土の単位体積重量（kN/㎥） 

     Ｈ  ： 土圧作用高(ｍ) 

静止土圧合力Ｐ0の作用位置は土圧分布の重心位置とするが、一般的に擁壁下端から土圧作用

高Ｈの 1／3 としてよい。 

 

（４） 受動土圧の算定 

 「４－２－４(２) 受動土圧」で示したように、通常、擁壁の設計では全面埋戻し土による

受動土圧を蒸ししているが、擁壁前面の抵抗力を考慮する場合には、クーロンの受動土圧公式

を用いるのがよい。地表面が一様な場合のクーロンの受動土圧公式を式（５－５）、式（５－６）

に示す。この土圧は受動すべり面を平面と仮定しているが、実際には一般的に曲面すべり面で

②ＰAを求める 

ＰA 
λ 
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あることから壁面摩擦角δが大きい場合、受動土圧は過大に評価される。したがって、設計上

受動土圧を考慮する場合には、壁面摩擦角をδ＝０°として算定してよい。 

 

   ＰＰ＝    ＫP・γ・Ｈ２                ・・・・・・・・・（５－５） 

ＫP＝ 

cos2(φ＋α)  

cos(α＋δ)・cos2α １―     (  δ)    (φ β）   (α δ)    (α β) 
 

・・・・・・・・・（５－６） 

                                                      

ここに、 ＰＰ ：受動土圧合力（kN/ｍ） 

Ｋp  ： 受動土圧係数 

γ  ：全面埋戻し土のせん断抵抗角（°） 

Ｈ  ：土圧作用高（ｍ） 

φ  ：前面埋戻し土のせん断抵抗角（°） 

α  ：壁前面と鉛直面のなす角（°） 

β  ：擁壁前面の地盤面と水平面のなす角（°） 

      δ   ： 壁面摩擦角（°）で、通常δ＝０°とする。 

 ここで用いる角度α、β、δは、反時計回りを負とする。また受動土圧合力ＰＰの作用位置は

土圧分布の重心位置とするが、一般的に擁壁下端から土圧作用高Ｈの 1／3としてよい。 

 

（５） 地震時主働土圧の算定方法 

 地震時土圧の算定には、試行くさび法において土くさびに水平方向の慣性力を作用させる方

法を用いるのがよい。 

 試行くさび法により地震時主働土圧を算定するには、図５－９に示すように仮定された土く

さびに水平方向の地震時慣性力を作用させ、これを考慮した連力図を解けばよい。なお、すべ

り面 am を求める時、のり肩 b の前後２箇所において土圧合力ＰEの極値が存在することがある

ので注意を要する。また、図５－９は粘着力ｃを有する裏込め土の場合を示しているが、粘着

力ｃを考慮しない場合は、図中の粘着高ｚ及び仮定したすべり面上の抵抗力ｃ・ｌをゼロとし

て求めればよい。ここに、粘着高ｚは自立高さとも呼び、図５－９に示しているランキン式に

より求められる。 

 地震時土圧合力ＰEの作用位置は、土圧分布の重心位置とするが、一般的に擁壁下端から土圧

作用高Ｈの 1／3 としてよい。壁面摩擦角δEについては、表５－１によるものとする。なお、

片持ちばり式擁壁等のように土中の鉛直の仮想背面に土圧を作用させる場合には、式（５－９）

によるものとする。 

 

tan δE ＝ 
sinφ・sin(θ＋⊿－β’) 

・・・・・・・（５－７） 
１－sin φ ・cos(θ＋⊿－β’) 

 ここに sin⊿ ＝ 
sin(β’＋θ) 

       ・・・・・・・（５－８） 
sinφ 

   ただし、β＋θ≧φとなるときは、δ＝φとする。 
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ここに  kh  :設計水平震度          z ：粘着高(m)で次式による。 

     θ  ：地震合成角（°） θ＝tan-1kh   z＝
 ｃ  ・tan(45°＋

   ) 
     c  ：粘着力(kＮ/㎡)      

          l    ：仮定したすべり線の長さ(m)   γ ：単位体積重量(ｋＮ/㎥) 

     β’ ：仮想のり面傾斜角（°）で   φ ：せん断抵抗角(°) 

図５－３(a)、図５－４による。             

図５―９ 地震時土圧の算定法 

 

５―３ 擁壁の安定性の照査 

５－３－１ 一般 

（１） コンクリート擁壁における安定性の照査の基本 

  コンクリート擁壁の安定性の照査は（２）に示す擁壁自体の安定性の照査、及び（３）に

示す背面盛土及び基礎地盤を含む全体としての安定性の検討により行うことを示したもので

ある。 

 

（２） 擁壁自体の安定性の照査 

  擁壁は、「５－２ 設計に用いる荷重」に示す設計で考慮する常時及び地震時の荷重に対し、

滑動、転倒及び支持に対して所定の安全率を確保するとともに、変位が許容範囲以下である

ことを、「５－３－２ 直接基礎の擁壁における擁壁自体の安定性の照査」、「５－３－３ 杭

基礎の擁壁における擁壁自体の安定性の照査」に従い照査する。このときの許容変位は、擁

壁により形成される道路及び隣接する施設に有害な影響を及ぼさない変位としなければなら

ない。なお、通常の地盤では、滑動、転倒、支持の安定に対する照査を行えば、一般に変位

の照査は省略してもよい。 

  擁壁の基礎形式は直接基礎と杭基礎に大別できるが、それぞれの抵抗機構に応じた照査の

考え方を示すと次のとおりである。 

① 直接基礎 
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直接基礎では、擁壁からの荷重を擁壁底面より直接、基礎地盤に伝えるので、擁壁が滑

動、転倒及び支持に対して所定の安全率または許容値を確保し、変位が許容変位以下でな

ければならない。 

② 基礎 

杭基礎では、擁壁が杭に支持されていることから、擁壁を転倒及び滑動させようとする

外力を杭基礎に対する荷重項として、杭反力及び変位に対する所定の安全率または許容値

を確保しなければならない。なお、杭基礎では、従来どおり転倒及び滑動に対する照査は

不要である。 

 

（３） 背面盛土及び基礎地盤を含む全体としての安定性の検討 

  擁壁自体は滑動、転倒及び支持に対して安定であっても、中間層に軟弱な土層あるいは液

状化が懸念されるゆるい砂質土層が存在する地盤や斜面上に擁壁を設置する場合、または擁

壁の上部に長大なのり面を有する場合には、擁壁の背面盛土及び基礎地盤を含む地盤全体が

広い範囲にわたって沈下やすべり破壊を生じることがある。 

  したがって、上記のような場所に設置する擁壁の場合には、（２）に示した擁壁自体の安定

性の照査に加え、背面盛土及び基礎地盤を含む全体としての安定性について「５－３－４ 背

面盛土及び基礎地盤を含む全体としての安定性の検討」に従い検討する。 
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図５－１０ 擁壁の破壊状態 

 

５－３－２ 直接基礎における擁壁自体の安定性の照査 

（１） 擁壁自体の安定性の照査 

 １）滑動に対する安定の照査 

  擁壁には、擁壁を前面側に押し出そうとする滑動力と、これに対して擁壁底面と地盤との

間に生じる滑動抵抗力が作用する。滑動抵抗力が不足すると擁壁は前面に押し出されるよう

に滑動する。 

  滑動力は、主として土圧、慣性力等の荷重の水平成分であり、滑動抵抗力は主として擁壁

底面と地盤との間に生じるせん断抵抗力である。 

  滑動に対する安定の照査では、式（５－９）により求まる安全率が常時では１．５、地震

時では１．２を下回ってはならない。 

 

ＦＳ ＝ 
滑動に対する抵抗力 

＝ 
Ｖ０・μ＋ｃＢ・Ｂ’ 

・・・・・・（５－９） 
滑動力 Ｈ０ 
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ここに、Ｖ０ ：擁壁底面における全鉛直荷重(kN/ｍ）で擁壁に作用する各荷重の鉛直成分の合

計値。 

        Ｈ０ ：底版底面における全水平荷重(kN/ｍ）で擁壁に作用する各荷重の水平成分の合

計値。 

    μ  ：擁壁底面と地盤との間の摩擦係数でμ＝tanφＢまたは表４－８の値とする。 

    ｃB  ：擁壁底面と地盤の間の付着力(ｋＮ/㎡） 

    Ｂ’ ：荷重の偏心を考慮した擁壁底面の有効載荷幅（ｍ）で 

        Ｂ’＝Ｂ－２ｅとする。 

Ｂ  ：擁壁底面幅（ｍ） 

ｅ  ：擁壁底面の中央から荷重の合力の作用位置までの偏心距離（ｍ）で、図５－１

２を参照。 

 

滑動に対する安全率の値が所定の安全率を満足できない場合は、擁壁底面幅を変化さ

せるなどにより安定させるものとする。ただし、地形条件等の制約によりやむをえない

場合は、基礎の根入を深くし前面土の受動土圧を考慮したり、あるいは突起を設けるな

どの対処方法を検討しなければならない。 

 

［参考５－１］前面地盤の受動土圧を考慮する場合 

 通常の設計で擁壁の前面地盤による滑動抵抗力を無視するのは、前面地盤は埋め戻された部

分であり、ある程度変位が大きくならないと確実な受動抵抗の発揮が期待できないこと、洪水

時や豪雨時の洗掘や人為的な掘り返し（例えば埋設管補修、路盤復旧工）により前面地盤が取

り除かれるおそれがあること、凍結や融解によって前面土圧が十分に発揮されないおそれがあ

ることなどによる。したがって、滑動に対する抵抗力として擁壁の前面地盤の受動土圧を考慮

する場合には、これらの事項を踏まえたうえで、受働土圧が考慮できる範囲を設定する必要が

ある。 

 一般に受動土圧を考慮できる仮想地盤面は、図５－１１に示すように原地盤面または計画地

盤面より１ｍ以上深い位置に設定するのが望ましい。また、洗掘等の可能性の高い場合は河川

状況等の条件を十分に考慮して仮想地盤面を設定し、考慮する受動土圧の大きさが過大になら

ないように安全側の設計をすることが望ましい。なお、前面地盤の埋戻しに当たっては、十分

な締固めが行われることが不可欠である。 

 また、受動土圧が発揮される地盤変位は受動土圧に比べて大きいので、算出した受動土圧に

おおむね０．５を乗じた値を前面地盤の抵抗力としている。 
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図５－１１ 擁壁の前面地盤による受働土圧 

 

［参考５－２］突起を設ける場合 

 突起は、堅固な地盤や岩盤の場合に採用され、これらの地盤を乱さないように周辺地盤との

密着性を確保するように施工されてはじめてその効果が期待できるものである。 

突起を設けた場合、図５－１１に示すようにせん断抗力Ｈｋは、突起の先端面と平行な面を仮

想の擁壁底面とみなし、この仮想擁壁底面に沿うせん断抵抗力から算出する。 

突起を設けた場合のせん断抵抗力Ｈｋは式（５－１０）より求め、滑動に対する安全率Ｆｓは

式５－１１より求める。 

 

Ｈｋ ＝ ｃ・ｂ１＋ｖ１・tanφ＋(ｖ２＋ｖ３)・tanφＢ  ・・・・・・（５－１０） 

ＦＳ ＝ 
ＨK 

Ｈ０ ・・・・・・（５－１１） 

                                 

ここに、 Ｈｋ ：擁壁底面と地盤との間に働くせん断抵抗力(kN/ｍ) 

     Ｈ０ ：擁壁底面における全水平荷重(kN/ｍ)で擁壁に作用する各荷重の水平成分の

合計値。 

          Ｂ’ ：有効載荷幅(ｍ)。ただし、荷重の偏心量 

     ｂ１ ：有効載荷幅内の擁壁底面の先端から突起前面までの距離(ｍ) 

     ｂ２ ：有効載荷幅内の突起幅(ｍ) 

     ｂ３ ：突起背面から有効載荷幅の後方までの距離(ｍ) 

  ｖ１～ｖ３  ：ｂ１～ｂ３に作用する鉛直荷重(kN)で、ｖｉ＝ｂｉ／Ｂ’・Ｖ０で求める。 

     Ｖ０ ：擁壁底面における全鉛直荷重(kN/ｍ) 

     φ  ：基礎地盤のせん断抵抗角(°) 

     φＢ ：擁壁底面と地盤との間の摩擦角(°) 

     ｃ  ：基礎地盤の粘着力(kN/㎡) 
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図５－１１ 突起を設けた場合の滑動に対する安定 

 

 突起は、せん断力を基礎地盤に伝えるよう十分貫入させなければならない。したがって、一

般に突起は擁壁底面の中央付近に設置し、基礎地盤に貫入する突起の高さｈｔは、擁壁底面幅Ｂ

の 10～15％の範囲にするのが望ましい。 

 なお、岩盤の場合はｃのみを評価し、φを無視する方法があるが、これらの値は岩盤の種類

及び岩盤内の亀裂の状態等により大きく異なるので、その決定にさいしては注意が必要である。 

 突起の部材の照査は、突起に加わる水平力Ｈｔを式（５－１２）により求め、作用位置を基礎

地盤に貫入する突起の高さｈｔの 1／2 の点とし、擁壁底面との結合部を肯定端とする片持ばり

として設計してよい。 

 

Ｈｔ＝  ｃ・ｂ１＋ｖ１・(tanφ－tanφＢ)＋ｖ２・tanφＢ 
Ｈ０ 

Ｈｋ 

 

                            ・・・・・・（５－１２） 

 

２）転倒に対する安定の照査 

  擁壁には、つま先を視点として擁壁を転倒させようとする転倒モーメントと、擁壁の転倒

を抑止しようとする抵抗モーメントが作用し、転倒モーメントが過大となると擁壁は前面側

に転倒を起こす。転倒に対する安定については、擁壁のつま先回りの転倒に対する安全率（抵

抗モーメント／転倒モーメント）により照査する方法もあるが、ここでは、擁壁底面におけ

る荷重の合力の作用位置で照査するものとし、常時及び地震時において、荷重の合力の擁壁

底面の中央から偏心距離の許容範囲内であれば、通常の擁壁では転倒に対して安定であるも

のとする。なお、後述する式（５－１５）を満足することによって、常時においては地盤反

力度の分布形状が台形となり、地盤への偏土圧を少なくすることで不同沈下等の発生も避け

ることができる。 
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  図５－１２における擁壁底面のつま先（ｏ点）から荷重の合力Ｒの作用位置までの距離ｄ

は、式（５－１３）で表される。 

 

ｄ＝ 
Ｍｒ―Ｍ０ 

＝ 
ΣＶｉ・ａ１ ― ΣＨｉ ・ｂｊ 

・・・・・・（５－１３） 
Ｖ０ ΣＶｉ 

 

ここに、 Ｍｒ ：擁壁底面のつま先(ｏ点)回りの抵抗モーメント（kN・m/m）で各荷重の鉛直

成分によるモーメントＶｉ・ａｉの合計値。 

     Ｍ０ ：擁壁底面のつま先(ｏ点)回りの転倒モーメント（kN・m/m）で各荷重の水平

成分によるモーメントＨｉ・ｂｉの合計値。 

     Ｖ０  ：底版底面における全鉛直荷重（kN/ｍ）で各荷重の鉛直成分Ｖｉの合計値。 

          Ｖｉ ：擁壁に作用する各荷重の鉛直成分（kN/ｍ） 

     ａｉ  ：擁壁底面のつま先(ｏ点)から各荷重の鉛直成分Ｖｉの作用位置までの水平距

離（ｍ） 

     Ｈｊ ：擁壁に作用する各荷重の水平成分（kN/ｍ） 

     ｂｊ ：擁壁底面のつま先(ｏ点)から各荷重の水平成分Ｈｉの作用位置までの鉛直距

離（ｍ） 

 

図５－１２ 合力作用位置の決め方 

 

また、擁壁底面の中央から荷重の合力Ｒの作用位置までの偏心距離 e は式（５－１４）で表

される。 

    ｅ＝ Ｂ
２
 －ｄ ・・・・・・（５－１４） 
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転倒に対する安定条件は、荷重の合力Ｒの作用位置が常時では擁壁底面幅中央のＢ／３の範

囲内、地震時では擁壁底面幅中央の２Ｂ／３の範囲内になければならない。式で表せば式（５

－１５）のとおりである。 

 

  ｜ｅ｜≦Ｂ/６（常時）、 ｜ｅ｜≦Ｂ/３（地震時） ・・・・・・・（５－１５） 

 

２）支持基盤の支持力に対する安定 

  擁壁に作用する荷重は、支持基盤によって支持されるが、抵抗モーメント及び転倒モーメ

ントと鉛直荷重の関係から求まる荷重の合力の作用位置によって、擁壁底面での地盤反力及

び地盤反力分布が異なり、基礎地盤の鉛直支持力が不足すると擁壁底面の前面側または背面

側が地面にめり込むような変状を起こす。支持に対する安定の照査は、許容鉛直支持力度を

「４－３（３） 基礎地盤の諸定数」に示すように、「道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編」

の「１０．３ 地盤の許容支持力」による極限支持力Ｑｕから求めた許容支持力度を用いる場

合と表４－７の値等を用いる場合があり、それぞれ以下のように照査を行う。 

  前者の許容支持力度ｑａを静力学公式で求められる荷重の偏心傾斜及び支持力係数の寸法

効果を考慮した極限支持力度ｑｕから求めた場合には、単位奥行き幅当たりの全鉛直荷重Ｖ０

を有効載荷幅Ｂ’で除して得られる鉛直地盤反力度が式（５－１６）を満足しなければなら

ない。また、後者の許容支持力度ｑａ０に表４－７の値等を用いる場合は、式（５－１９）～

式（５－２１）で求まる擁壁底面端部における鉛直地盤反力度ｑ１、ｑ２が式（５－１７）を

満足しなければならない。 

  なお、常時において支持力による擁壁の沈下が問題となる場合には、ｑ１、ｑ２が式（５－

１８）を満足しなければならない。この際、ｑｍａｘは表４－７に示す許容鉛直支持力度を用い

てよい。 

 

Ｖ０ 
≦ｑａ ＝ 

ｑu 
       ・・・・・・（５－１６） 

Ｂ’ ｎ 

      ｑ１、ｑ２≦ｑａ０             ・・・・・・（５－１７） 

      ｑ１、ｑ２≦ｑｍａｘ            ・・・・・・（５－１８） 

 

ここに、ｑａ  :静力学公式による基礎地盤の許容鉛直支持力度（kN/㎡） 

     ｑｕ  :静力学公式による基礎地盤の極限支持力度（kN/㎡） 

     ｎ   :安全率で表４－６による。（常時：3.0、地震時：2.0） 

    ｑａ０  ：基礎地盤の許容鉛直支持力度（kN/㎡） 

   ｑｍａｘ    ：常時に基礎地盤の最大地盤反力度の上限値（kN/㎡） 

  ｑ１、ｑ２   ：擁壁底面端部における鉛直地盤反力度（kN/㎡） 

     Ｖ０ ：擁壁底面における全鉛直荷重（kN/㎡）で擁壁に作用する各荷重の鉛直成分の

合計値 

     Ｂ’：荷重の偏心を考慮した擁壁底面の有効載荷幅(ｍ)で、 

        Ｂ’＝Ｂ－２ｅ とする。 
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  図５－１３に示す擁壁底面における地盤反力度は、式（５－１９）～式（５－２１）によ

り求める。 

① 荷重の合力作用位置が擁壁底面幅中央のＢ／３の範囲にある場合 

 

 ｑ１ ＝ Ｖ０ ・（１＋６e ）             ・・・・・（５－１９） 
     Ｂ     Ｂ 
   
ｑ2 ＝ Ｖ０ ・（１－６e ）              ・・・・・（５－２０） 

     Ｂ     Ｂ 
 

② 荷重の合力作用位置が擁壁底面幅中央のＢ／３から２Ｂ／３の範囲にある場合 

 

ｑ１＝ ２Ｖ０                   ・・・・・（５－２１） 
     ３ｄ 
 

ここに、 Ｖ０ ：擁壁底面における全鉛直荷重（kN/㎡）で、擁壁に作用する各荷重の縁著億

成分の合計値 

  ｑ１、ｑ２  ：擁壁底面端部における地盤反力度（kN/㎡） 

     ｅ ：擁壁底面の中央から荷重の合力作用位置までの偏心距離(ｍ) 

     ｄ ：擁壁底面のつま先(ｏ点)から荷重の合力作用位置までの距離(ｍ) 

     Ｂ ：擁壁底面幅(Ｂ) 

 

図５－１３ 合力作用位置と地盤反力度の関係 

  

［参考５－３］斜面上の基礎地盤の極限支持力の算出方法        （省略） 

 

３）変位に対する照査 

 変位は、「５－３－１ 一般」で定める許容変位以下とする。なお、直接基礎に生じる水平

変位は、擁壁に滑動が生じ始めるまでは、擁壁から伝達される水平力によって生じるせん断

変形が主であり、この値は非常に小さいため、擁壁に悪影響を及ぼす可能性はほとんどない。

したがって、一般に直接基礎の水平変位の照査は省略してよい。また、鉛直変位については、
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支持に関する照査においては通常の擁壁では考慮することはないが、特に、変位を制限され

た場合には、常時の最大地盤反力度を表４－７に示す値程度にすればよい。 

 基礎地盤の内部の軟弱土層における圧密に伴う沈下については、「５－３－４ 背面盛土及

び基礎地盤を含む全体としての安定性の検討」に従い照査すればよい。 

 

［参考５－４］変位に対する限界状態が明示されている場合の照査法    （省略） 

 

（２） 根入れ深さ 

  擁壁の直接基礎の根入れ深さＤｆは、原地盤面あるいは計画地盤面から擁壁底面までの深さ

とし、原則として 50cm 以上は確保するものとする。 

  直接基礎の根入れ深さは、風化作用による地盤の劣化や将来予想される地盤の洗掘や掘削

（既設構造物の維持補修や改築、新規構造物の施工等）の影響を考慮する必要があり、特に、

河川や海岸等の浸水域内に直接基礎を設ける場合には河床低下や洗掘について十分検討した

上で根入れ深さを決めなければならない。 

  なお、片持ばり式擁壁等のように底版を有する形式の擁壁においては、図５－１４(a)に示

すように原則として底版厚さに 50cm 以上を加えた根入れ深さを確保するものとする。また重

力式擁壁の場合には、図５－１４(b)に示すように 50cm 以上の根入れ深さを確保し、中位な

砂質土地盤において高さ 2.5m 以上の重力式擁壁を設ける場合には、擁壁高の 0.2 倍以上の十

分な根入れ深さを確保することが望ましい。通常のブロック積擁壁においては、図５－１４

(c)に示すように積みブロック 1 個以上が土中に没する程度の根入れ深さを確保すればよい。

大型ブロック積擁壁や井げた組擁壁の根入れ深さは、原則として基礎コンクリート天端まで

の深さを 50cm 以上確保するものとする。また、図５－１４(d)に示すように、擁壁に接して

河床低下や洗掘のおそれのないコンクリート水路を設ける場合の根入れ深さは、原則として

水路底面より 30cm 以上確保するものとする。 

  直接基礎の根入れ深さは、基礎地盤の支持力と密接な関係にあることを踏まえつつ、擁壁

の規模や支持層までの深さとの関係等から、経済性、施工性等の観点より不合理とならない

ように留意して決定する必要がある。 

 

（３） 置換えコンクリート基礎等                  （省略） 

（４）改良地盤（安定処理、置換え）上の直接基礎           （省略） 

５－３－３ 杭基礎の擁壁における擁壁自体の安定性の照査       （省略） 

 

５－３－４ 背面盛土及び基礎地盤を含む全体としての安定性の検討 

（１）基礎地盤の内部に軟弱な土層や飽和したゆるい砂質土層が存在する場合 

  軟弱な土層を含む基礎地盤上に擁壁が設置されると、擁壁背面の盛土の重量によって地盤

に図５－１４、図５－１５に示すような地盤の圧密沈下や地盤内でのすべり破壊が生じるこ

とがある。飽和したゆるい砂質土層が存在する場合には、地震時に地盤が液状化し、多大な

被害が生じることがある。また、図５－１６に示すように軟弱地盤上の擁壁が杭基礎で支持

されている場合には、基礎が背面盛土による偏荷重を受け、地盤の側方移動により擁壁が変
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位し、杭体に過大な変形や応力が生じることがある。したがって、このような場合には、地

盤内でのすべり破壊や圧密沈下、地盤の液状化に対して安定性を検討する。 

 

 

 

① すべり破壊の検討 

軟弱な土層を含んだ地盤のすべり破壊に対する安定性を検討する場合には、一般に円弧

すべり法により計算を行う。円弧すべり法は「道路土工－盛土工指針」及び「道路土工－

軟弱地盤対策工指針」によるものとする。なお、地震時の地盤の液状化による影響につい

ても、「道路土工－盛土工指針」及び「道路土工－軟弱地盤対策工指針」を参考として検討

するものとする。 

② 圧密沈下 

中間層に軟弱な土層が存在する場合には、圧密沈下にともなう不同沈下が生じることが

ある。不同沈下が生じると目地の開きなど様々な問題が生じるので、過大な圧密沈下が生

じないような対応を検討する必要がある。圧密沈下量は、圧密試験結果の荷重と間隙比の

関係 e－logｐ曲線（図５－１７）により式（５－２２）を用いて計算される。 

 

          図５－１７ e－logｐ曲線 

 

Ｓ＝ 
ｅ０-ｅ 

・Ｈ０        ・・・・・・（５－２２） 
１＋ｅ０ 

図５－１４ 軟弱な土層における沈下 

図５－１５ 軟弱な土層（液状化を含む）を含むすべり 図５－１６ 側方移動 
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ここに、  Ｓ ：圧密沈下量（ｍ） 

       ｅ０  ：圧密層の初期間隙比、e－logｐ曲線上で載荷重を加える前の土かぶり圧 

ｐ０に対する間隙比 

ｅ ：載荷重⊿ｐで圧密後の間隙比、すなわち e－logｐ曲線で載荷重を加えた後

の土かぶり圧ｐ＝ｐ０＋⊿ｐ 

Ｈ０  ：圧密層の層厚(ｍ) 

  なお、圧密沈下の検討方法は、「道路土工－軟弱地盤対策工指針」を参考にするとよい。 

③ 地盤の液状化 

基礎地盤に飽和したゆるい砂質土層が存在すると、地震時において液状化により強度及

び支持力が低下する可能性がある。したがって、このような地盤上に擁壁を適用する場合

には、設計において土質定数の低減や必要に応じ地盤改良等による基礎地盤の対策を検討

する。なお、周辺地盤の液状化の判定については、「道路土工－軟弱地盤対策工指針」を参

考にするのがよい。 

④ 側方移動の検討 

側方移動を起こす原因は、土質、背面盛土の形状や寸法、地盤と基礎との相互作用、盛

土の施工条件等の多くの因子があると考えられる。したがって、側方移動により擁壁が変

位するとともに擁壁を支持する杭体に過大な変形や応力が生じるおそれのある場合には、

「道路土工－軟弱地盤対策工指針」及び「道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造偏」に従っ

てその影響を検討しなければならない。なお、側方移動に対処するには、地盤改良や基礎

構造物の剛性を高めるなど抵抗力を増加する方法や盛土荷重を軽減する方法が考えられる。 

また、杭と地盤の沈下量の相対的な差に起因する負の周面摩擦力（ネガティブフリクシ

ョン）が作用することもあるので、同様に「道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造偏」に従

って検討しなければならない。 

 

（２）斜面上に擁壁を設置する場合や擁壁上部に長大なのり面を有する場合 

  斜面上に擁壁を設ける場合には、図５－１８に示すような斜面全体を含むすべり破壊が生

じる場合があるので、背面盛土及び基礎地盤を含む斜面全体としての安定性について検討し

なければならない。また、擁壁の上部に長大なのり面を有する場合には、擁壁自体の安定性

に加えて、のり面全体の安定性も確認しておく必要がある。さらに、地すべり地において擁

壁をともなう盛土を行う場合も注意する必要がある。これらの場合は、「道路土工―盛土工指

針」及び「道路土工－切土工・斜面安定工指針」を参考にその安定性を検討するのがよい。 

  なお、擁壁が斜面上に多段に配置される場合があるが、このような場合には、個々の擁壁

自体の安定性を検討するとともに、斜面全体としての安定性及び基礎端部を通るすべりの安

定性についても検討する必要がある。 
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図５－１８ 擁壁を含む斜面のすべり 

 

５－４ 部材の安全性の照査                                    （省略） 

５－５ 耐久性の検討                      （省略） 

５－６ 鉄筋コンクリート部材の構造細目            （省略） 

５－７ 各種構造形式のコンクリート擁壁の設計 

５－７－１ 一般                        （省略） 

５－７－２ 重力式擁壁 

 重力式擁壁は、図５－１９に示すように、自重によって土圧に抵抗する形式の擁壁である。

また、重力式擁壁と同様な形式の半重力式擁壁は、設置場所や地形条件等により躯体幅を重力

式擁壁より薄くする必要がある場合に用いられる。設計の考え方は、重力式擁壁と同様である

が、躯体幅を薄くすることにより躯体断面に引張応力が生じるため、必要量の鉄筋を配置する

必要がある。 

 
 

図５―１９ 重力式擁壁の構造と名称 

 

（１） 形状・寸法 

  重力式擁壁の形状・寸法は、（２）、（３）によるが、一般には次の項目を参考にするとよい。 
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① 重力式擁壁は、一般に無筋コンクリートとして設計されるため、躯体断面に引張応力

が生じないように、擁壁底面幅Ｂを擁壁高Ｈに対して 0.5～0.7 倍程度を目安にする

のがよい。 

② 天端幅ｂは、擁壁の規模、天端に防護柵等の設置の有無、施工性等を考慮して設定し、

一般に 15～40cm 程度を目安にするのがよい。 

 

（２）擁壁自体の安定性の照査 

  重力式擁壁の擁壁自体の安定性の照査は、「５－３－１（２） 擁壁自体の安定性の照査」

によるものとする。 

 

（３）部材の安定性の照査 

  １）躯体の設計 

   重力式擁壁の形状が図５－１９(a)のような場合は、通常躯体の設計を省略してもよい。

図５－１９(b)のような場合は、躯体の設計を行い、その方法は形状変化位置及びつま先版

上面を固定端とする片持ばりとして設計してよい。躯体の断面計算に用いる荷重を図５－

２０に示す。 

 

図５―２０ 躯体の断面計算に用いる荷重 

 

  ２）つま先版の設計 

   つま先の設計は、躯体との接合部を固定端とする片持ばりとして行い、つま先版の張出

し長がつま先版の厚さの 1／2に満たない場合は照査を省略してもよい。つま先版の断面計

算に用いる荷重を、図５－２１に示す。 
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図５―２１ つま先版の断面計算に用いる荷重 

 

 

５－７－３ もたれ式擁壁                  (省略) 

５－７－４ ブロック積（石積）擁壁             (省略) 

５－７－５ 片持ばり式擁壁                （省略） 

５－７－６ Ｕ型擁壁                    (省略) 

５－７－７ 井げた組擁壁                  (省略) 

５－７－８ プレキャストコンクリート擁壁         （省略） 

 

５－８ コンクリート擁壁における基礎の部材の設計      (省略) 

 

５－９ 排水工                       (省略) 

 

５－１０ 付帯工                      (省略) 

 

５－１１ 施工一般                     (省略) 

 

第６章～第８章、巻末資料                 （省略） 
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計 算 例  

 

（１） 設計条件 

単位体積重量   無筋コンクリート  γ＝23.0kN／㎥ 

          土  砂      γ＝17.0kN／㎥ 

支持地盤の条件  許容支持力度    qa＝300kN／㎡ 

          滑動摩擦係数    0.6(前出表１―７より) 

          内部摩擦角     φ＝25° 

 

（２） 土圧の算定 

 土圧は試行くさび法により求める。試行くさび法は、図－１のように、擁壁のかかと

Ａを通る任意のすべり面を仮定し、それぞれのすべり面において土くさびに対する力の

つりあいから土圧Ｐを求め、そのうちの最大値を主働土圧合力とする方法で、土圧合Ｐ

は前出図２―５中の式より求める。 

   

Ｐ＝ 
 Ｗ・sin(ω－φ)  

cos(ω－φ－α－σ) 

 ここで φ ＝ 25° 

     α ＝ 21.80°  α；壁背面と鉛直角のなす角 

     γ ＝ 17.0kN/㎥ 

     β ＝ 26.57° 

     δ ＝ ２φ／3 ＝ 16.67° 

 Ｗは土くさびの重量で、土くさびの面積に土砂の単位体積重量をかけて求められる。 

 

図－２、図－３で、ＡＣ＝ｘ、ＤＥ＝ｙ 

ＤＥ＝ＢＤ×tanβより ｙ＝(x＋3.6)×tanβ 

             ＝(x＋3.6)／2      ① 

 

ＣＥ＝ＡＣtanωより ｙ＋9.0＝ｘ×tanω      ② 

   ω；仮定したすべり線と水平面とのなす角 

① ,②をといて、ｘ＝21.6／(2tanω－1) 

   Y＝(9.0＋3.6tanω)／(2tanω－1) 
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ω＝37°以下の場合。（図－２） 

 Ｓ＝土くさびの面積ＡＢＦＨ＝ＡＢＤＣ＋ＢＥＤ－ＡＥＣ－ＦＨＥ 

  ＝(x＋3.6＋x)×９／２＋(x＋3.6)×ｙ／２ 

－x×(ｙ＋９)／２ 

－（30.7／tanω―39.8）×（y－21.7）／２ 

    ＡＧ   ＡＪ    ＥＩ 

  ＝248.78 ㎡   

 

Ｗ＝1.7×Ｓ ＝4,229.3kN/m 
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 以上の計算をトライアルし、ω、x、ｙ、Ｗ、Ｐをもとめると、下表のようになる。 

 

   ω   ｘ（m）   ｙ（m）   Ｗ(kN/m)  Ｐ(kN/m) 
 
   32   86.50    45.05     6,419    917 
   33   72.29    37.94     5,934    958 
   34   61.89    32.75     5,475    983 
   35   53.95    28.77     5,039    995 
   36   47.67    25.64     4,625    994 
   37   42.60    23.10     4,229    982 
   38   38.39    21.00     3,852    960 
 
 

 すべり角度ω＝35°のときＰが最大になる。したがって、主働土圧合力の大きさは、955kN/m

となり、その水平成分 Ph及び鉛直成分 Pv は以下のようになる。 

 Ｐｈ＝Ｐ×cos(α＋δ) 

    ＝995×cos(21.80°＋16.67°) 

   ＝779kN/m 

 Ｐｖ＝Ｐ×sin(α＋δ) 

   ＝995×sin(21.80°＋16.67°) 

   ＝619kN/m 
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（３） 安定計算（図－４参照） 

 

 № 断面積  単位体積重量 奥行１m あたりの つま先とｗの重心  つま先の回りの抵抗 
   Ａ(㎡)   γ(kN/㎥)   重量ｗ(kN/m)     との水平距離Ｘ(m)  ﾓｰﾒﾝﾄＭｘ(kN・ｍ) 
 
 
① 12.15        23.0          279.5              1.80               503.1 
②  9.00        23.0          207.0              3.20               662.4 
③ 16.20        23.0          372.6              4.90              1825.7 
 
 
合計            ∑ｗ＝859.1                          ∑Mx＝2,991.2 
 

１）転倒 

前出２－７式より 

ｄ＝（∑Ｍｘ＋Pv×ｂ－Ph×ｈ）／（∑ｗ＋Pv） 

 ＝(2,991.2＋619×6.10－779×3.00)／(859.1＋619) 

 ＝3.00ｍ 

 前出２－８、２－９式より 

 e＝Ｂ／２－ｄ 

  ＝7.30／2－3.00 

   ＝0.65＜Ｂ＜6＝1.22ｍ Ｏ.Ｋ 

２）滑動に関する検討 

Ｆ＝［（∑ｗ＋Pv）×0.6＋(C×B)］／Ph     0.6;滑動摩擦係数 

 ＝(1,478×0.6)／779              ｃ＝0 c;粘着力 

 ＝1.13＜1.5                                安全率を満足せず。 

 ３)支持力 

  ｑ＝(∑ｗ＋Pv)×(１±6e／Ｂ)／Ｂ 

   ＝1,478×(１±６×0.65／7.3)／7.3 

＝ 
311kN/㎡ 

＞ 300 kN/㎡   
94kN/㎡ 

 

ＯＵＴ 
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巻末資料６  のり面の安定計算 

 のり面の安定計算は通常図６－１に示すような円弧すべり面を仮定した分割法が多く用

いられる。 
 この方法はすべり面上の土を垂直面で分割し、分割片のすべり面のせん断力と抵抗力を

それぞれ累計し、その日によって安全率を求めるものである。 

 
図６－１ 円形すべり面の安定計算法 

 
図６－１ 円弧すべり面の安定計算 
 
ａ．全応力法の場合(間隙水圧を考慮しない場合) 

Ｆｓ＝ 
∑（ｃ・ℓ＋Ｗ・cosθ・tanφ）  

       (６．１) 
∑Ｗ・sinθ 

せん断強さはｓ＝ｃ＋σtanφで示され、σ＝
Ｐ

ℓ
 ,Ｐ＝Ｗ・cosθである。 

ここに  ＦＳ  ：安全率 

     σ  ：垂直応力(kN／㎡) 

     Ｐ  ：分割片の底面に作用する垂直応力(t) 

     Ｗ  ：分割片の重量(kN) 

     C   ：粘着力(kN／㎡) 

     φ  ：内部摩擦角(度) 

     ℓ   ：各分割片で切られたすべり面の弧長(ｍ) 

 

b.有効応力法の場合（間隙水圧を考慮する場合） 

Ｆｓ＝ 
∑{ｃ’・ℓ＋(Ｗ・cosθ-u・ℓ)・tanφ‘}  

(６．２) 
∑Ｗ・sinθ 
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せん断強さは s＝c’＋ (σ－u)tanφ‘で示され、 

 

σ‘＝σ－u ＝（
Ｗ・    

ℓ
 －u）である。 

ここに  u  ：間隙水圧(kN/㎡) 

       C’  :有効応力に関する土の粘着力(kN／㎡) 

       φ’ ：有効応力に関する土の内部摩擦角(度) 

        （他の記号は a.に同じ） 

 

〈電算機による安定計算例〉 

 粘性土の上に２種類の廃棄物を積み重ねた場合の円弧すべり面法による電算機の計算結

果を図６－２に示す。 

 

図６－２ 電子計算法による安定計算例 

（電算機による安定計算例） 

粘性土の上に２種類の廃棄物を積み重ねた場合の円弧すべり面法による電算機の計算結果を図６―２に示す。 
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 計算例は図上部に示す格子の交点を中心として半径が異なるすべり円を設定し、求めた安全率の中か

ら最小の値を交点に打ち出すようにし、この一連の計算を他の交点についても行うと共に、これらの中で

最小の安全率となるすべり面を選び図中に描いたものである。 

この例では底部にすべりを生じやすい粘性土層があるため、ここを通るすべり面が最小安全率となって

いる。またその安全率はのり面の高さが 15ｍの時は 1.04 と不確実な状態になっているが、10ｍの時は 1.23

であり、のり面の安定性が確保されていると考えることができる。 

                    

                     （廃棄物最終処分場指針抜粋） 

計算例 

 

細片の番号 ①  ②  ③  ④  ⑤  ⑥  合 計 
断面積    Ａ(㎡) 8.3 23.4 33.3 29.5 21.8 7.5 123.8 
奥行 1m 当りの重量 

Ｗ＝γＶ   （kN） 
133 375 534 473 346 120 1,981 

θ‘       （度） -2 11 18 32 45 60  
sinθ‘ -0.035 0.191 0.309 0.530 0.707 0.866  
cosθ‘ 0.999 0.982 0.951 0.848 0.707 0.500  

横線方向の応力 
 Ｔ＝Ｗsinθ‘ （kN） 

-4.66 71.6 165.0 250.7 244.6 103.9 831.1 

垂直方向の応力 
 N=Wcosθ‘ （kN） 

132.9 368.3 507.9 401.1 244.6 60.0 1,714.7 

(注) ①の部分では接点方向が残りの部分と符号が逆になる。すべり円弧の長さを L とすれば、 

Ｌ＝２πＲ×
 

３６０°
 ＝2×3.14×16×       ＝23.44ｍ，tanφ＝tan10°＝0.176 

   したがって式（６－４）から安全率ＦＳは、 

ＦＳ＝ Ｗ・cosθ‘・tanφ＋ｃＬ 
＝ 0.176×1,714.7＋50×23.44  

∑Ｗ・sinθ‘ 82.94 
                                      
  ＝ 1.77 ＞ 1.2 （Ｏ．Ｋ） 

〔例題〕 図 6-15 に示すような斜面のすべり面に対

する安全率を分割法を用いて求めよ。ただし土の単位

体積重量γ＝16kN/㎥、粘着力ｃ＝50kN/㎡、内部摩

擦角φ＝10°とする。 
〔解〕 図示のすべり面で仕切られる部分を、幅 3ｍ
ずつ 6 個の細片に分割する。計算値は次表にまとめて

ある。 
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巻末資料７ 

 

 

 降雨強度曲線 

 

１ 資料として添付した降雨強度曲線は、「河川計画の手引き」（平成２６年４月鳥取県）

による。 

 

２ 県下観測所の位置は、鳥取県防災情報（http://tottori.bosai.info/）のとおりであり、

最終処分場計画においては当該箇所の近傍観測所の降雨強度を適用するものとする。 

 

３ その他 

(1) 降雨強度式は数年間で更新されることがあるため、計画時点で最新の降雨強度式を県

の土木担当部署に確認し、適用について検討を行うこと。 
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